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第１章    計画の概要 

 

 

１ 計画策定の背景や趣旨 

 

急速な少子高齢化の進行は，人口構造にアンバランスを生じさせ，労働力人口の減少や社

会保障負担の増加，地域社会の活力低下など，将来的に社会・経済への深刻な影響を与える

ものとして懸念されています。 

また，核家族化の進行，都市化の進展，就労環境の変化等，子どもと家庭を取り巻く環境

は大きく変化しており，子育てを社会全体で支援していくことが必要となっています。 

このような状況下で，国においては，次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ，育成さ

れる環境を整備するため平成１５年に「次世代育成支援対策推進法1」を制定し，次世代育成

に向けた取組を進めてきました。さらに平成２２年１月には「子ども・子育てビジョン」が

閣議決定され，平成２４年８月に，質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供，保育

の量的拡大及び確保，地域における子ども・子育て支援の充実等を図るため，「子ども・子育

て支援法」が制定されるとともに，「就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の

推進に関する法律の一部改正（認定こども園法の一部改正法）」，「子ども・子育て支援法及び

認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」が制定されまし

た。以上の「子ども・子育て関連３法」に基づき「子ども・子育て支援新制度2」が創設され，

子どもの教育，保育，子育て支援の推進を図ることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
1 次世代育成支援対策推進法：地方公共団体及び事業主に対し，国の指針に基づく子育て支援のための行動計画の策定を義務づ

け，国・地方公共団体・企業が一体となって次世代育成支援対策に集中的・計画的に取り組む内容を定める｡平成１５年 7月制定｡

平成２７年から平成３７年まで１０年間延長された｡ 

2 子ども・子育て支援新制度：４ページ，コラム参照。 

子ども・子育て支援新制度における「子育てをめぐる現状と課題」 

●急速な少子化の進行 
●結婚・出産・子育ての希望がかなわない現状 
・独身男女の約９割が結婚意志を持っており，希
望子ども数も２人以上 

・家族，地域，雇用など子ども・子育てを取り巻
く環境が変化 

●子ども・子育て支援が量・質ともに不足 
・家族関係社会支出の対ＧＤＰ比の低さ 
●子育ての孤立感と負担感の増加 
●深刻な待機児童問題 
●放課後児童クラブの不足「小１の壁」 
●Ｍ字カーブ（３０歳代で低い女性の労働力率） 
●子ども・子育て支援の制度・財源の縦割り 
●地域の実情に応じた提供対策が不十分 

質の高い幼児期の学校教育，保育の

総合的な提供 

保育の量的拡大・確保 

 ・待機児童の解消 

 ・地域の保育を支援 

地域の子ども・子育て支援の充実 
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２ 計画の位置づけ 

調布市では，「子どもは調布の宝，未来への希望」として地域社会全体で育てていきたいとい

う願いを込めて，子どもの健やかな成長と子育て家庭を支援する総合的な指針である「調布市

子ども条例」を制定し，平成１７年４月から施行しています。この「調布市子ども条例」の理

念を具現化するため，次世代育成支援対策推進法に基づき，平成１７年度から「調布っ子すこ

やかプラン（調布市次世代育成支援行動計画）」を策定し，子どもや子育て家庭を総合的に支援

する事業を展開してきました。 

これまで取組を進めてきた「調布っ子すこやかプラン」の基本的な考え方等を，子ども・子

育て支援法第６１条に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画である本計画に継承していき

ます。 

本計画は「母子家庭等及び寡婦自立促進計画」及び「母子保健計画」，「放課後子ども総合プ

ラン」，「子ども・若者計画」を包含するとともに，待機児童対策（調布市保育総合計画）や障

害児(者)支援や教育環境の整備などの取組を含めて，子ども・子育て支援施策を展開する計画で

す。上位計画である「調布市基本計画」との整合を図りながら，調布市が策定したさまざまな

計画と連携を図り推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

３ 計画期間 

この計画は，平成２７年度を初年度とし，平成３１年度までの５年間を計画期間とします。 

 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

       計画の策定 計画期間 

調布っ子すこやかプラン 

 

継承 

調布っ子すこやかプラン 

（調布市子ども・子育て支援事業計画） 
（計画期間：平成 27～31 年度） 

基本理念の継承，     支援事業計画 

に包含する 

調布っ子すこやかプラン 

（調布市次世代育成支援行動計画） 

（計画期間：平成 17～26 年度） 

母子保健計画 母子家庭等及び寡婦自立促進計画 

放課後子ども総合プラン 子ども・若者計画 

上位計画 

個別計画 

調布市基本計画 

調布市保育総合計画 

調布市教育プラン等 

調布市地域福祉計画 

調布市障害者総合計画等 

調布市民健康づくりプラン等 

連携 

継承 

計画の位置づけイメージ図 

整合 

平成１７年４月 

調布市子ども条例 

（子ども施策の 

総合的な指針） 

平成２４年８月 

子ども・子育て

支援法 
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４ 計画の対象 

この計画の対象は，おおむね１８歳未満のすべての子どもと子どもを育てる家庭・地域・企

業・団体とします。なお，施策・事業によって対象年齢が設定されているものがあります。 

 

 

５ 計画策定にあたって 

（１）計画の策定体制 

本計画の策定にあたり，「子ども・子育て支援法」第７７条第 1 項の規定に基づき，公募によ

る市民の代表，子育て支援事業者，学識経験者などで構成する「調布市子ども・子育て会議」

を設置し，審議を行いました。 

 

 

（２）現在の利用状況及び利用希望の把握 

本計画の策定のため，幼児期の学校教育及び保育の施設，地域の子ども・子育て支援事業等

の「需要見込み量」の設定に必要な現在のサービスの利用状況及び今後の利用希望（潜在的ニ

ーズ）等を把握し，計画の基礎資料とするため，以下の調査を行いました。 

 

調布市子ども・子育て支援に関するニーズ調査の概要 

調査の種類 対象年齢（学年） 配布数 回収数 回収率 

就学前児童の保護者用 ０～５歳児 2,295 1,412 61.5％ 

小学生児童の保護者用 小学校１～６年生 1,615 919 56.9％ 

中高生用 中高生世代 1,447 649 44.9％ 
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子ども・子育て支援新制度とは？ 

 

急速な少子化の進行や深刻な待機児童対策など，子ども・子育てをめぐる様々な課題の解決

を目指して，平成２４年８月に子ども・子育て関連３法が成立しました。 

この３つの法律に基づき，幼児期の教育・保育の総合的な提供や，地域の子ども・子育て支

援の一層の充実，待機児童の解決などを目指して，平成２７年４月から「子ども・子育て支援

新制度」が開始されます。 

新制度では，幼稚園等での幼児教育と，保育を必要とする子どもへの保育を個人の権利とし

て保障するために，子どものための教育・保育給付制度が導入されます。 

幼稚園，保育所，家庭的保育事業などを利用した場合，その費用に関し，公費から給付が受

けられるようになります。 

また，子どものための現金給付である児童手当は，中学校に入る前までの児童に対して現金

で手当てされるものです。 

地域子ども・子育て支援事業は，子ども・子育て支援法第５９条に定められた以下の１３事

業であり，就労の有無に関わらず，すべての子育て家庭を対象に地域の実情に応じて実施され

る事業です。 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業について，市が子ども・子育て支援制度の実施

主体となり，地域のニーズに応じた量の見込み並びに提供体制の確保の内容及びその実施時期

等を盛り込んだ事業計画を作成し，計画的に教育・保育及び地域子ども子育て支援事業を実施

します。 

 

新制度における給付・事業の全体像 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
子どものための教育・保育給付 

  (小学校に入る前までの子対象) 

施設型給付 
(幼稚園・保育所・認定こども園) 

地域型保育給付 
(小規模保育・家庭的保育 

・事業所内保育・居宅訪問型保育) 

 

１）利用者支援に関する事業 ＜新規＞ 

２）時間外保育事業（延長保育事業） 

３）放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

５）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問） 

６）養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会そ

の他の者による要保護児童等に対する支援に資す

る事業 

７）地域子育て支援拠点事業（子育てひろば） 

８）一時預かり保育，子育て短期支援事業（トワイライ

トステイ），子育て援助活動支援事業（ファミリー・

サポート・センター) 

９）幼稚園の預かり保育 

10）病児保育事業（病児・病後児保育） 

11）妊婦に対して健康診査を実施する事業(妊婦健診) 

12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

13）多様な主体が本制度に参入することを促進するた

めの事業 

地域子ども・子育て支援事業 子ども・子育て支援給付 

 (中学校に入る前までの子対象) 

児童手当 

子どものための現金給付 
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第２章    理念等 

 

 

１ 計画の目的 

本計画は，すべての子どもの良質な成育環境を保障し，子ども・子育て家庭を社会全体で支

援することを目的として，子ども・子育て支援関連の制度・財源を一元化して新しい仕組みを

構築し，「保育の量的拡大・確保」，「質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」，「地域

の子ども・子育て支援の充実」を目指すものです。 

 

２ 基本理念 

本計画の基本理念は，調布っ子すこやかプランから継続して「調布市子ども条例」が目指す

基本理念に準じて定めます。 

 

 

 

 

 

（調布市子ども条例 前文(抜粋)）   

 

北に武蔵野の面影を残す深大寺の森，南にゆるやかに流れる多摩川など，豊かな自然に恵ま

れた調布市で，家庭，学校等，地域，事業主及び市は，協働して子どもの成長や子育て家庭を

支えていかなければなりません。 

「子どもが夢を持って健やかに」育つことができるように，子どもを取り巻く環境の整備を

家庭，学校等，地域，事業主の連携のもと市が総合的な調整役を担い，すべての子どもの支援

を推進します。 

「安心して子どもを産み育てられる」ように子育て家庭に対して支援を行うことに加えて，

地域全体で子育てを行う体制や社会環境を整備していきます。 

また，調布市は平成１９年５月５日に「子ども 夢 すこやか まちづくり～いじめや虐待

のないまち宣言～」をしました。これは，東京都内自治体ではじめての宣言となります。家庭，

学校等，地域，事業主及び市は力を合わせていじめや虐待をなくし，子どもたちがあたたかい

人間関係を育み，夢を持って健やかに育つことができるまちづくりを，より一層進めていくこ

とを宣言したものです。 

なお，本計画における保育施策については，待機児童対策や保育サービスの充実等の調布市

の保育のあり方について定めた「調布市保育総合計画3」（平成２４年６月）と連動して取り組む

ものとします。 

                                            
3 調布市保育総合計画:６ページ，コラム参照。 

緑と水に恵まれた自然や，家庭，学校等 

及び地域のつながりの中で， 

子どもが夢を持って健やかに育ち， 

安心して子どもを産み，育てることができるまちを目指す 
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調布市保育総合計画とは？ 

 

子育てしやすいまちを一層進めていくため，今後の保育行政指針となる計画です。平成２４

年度から平成３０年度までの７年間を計画期間としています。 

 

基本理念 

市は「調布市子ども条例」において，「子どもは調布の宝，未来への希望」と宣言しており，

本計画のもとで進められる施策は，「子どもが主人公（チルドレン・ファースト）」すなわち

「調布市のすべての子どもたちのために」進められなければなりません。また，昨今の女性の

就業をはじめとした社会参加の高まりにより，子育てを中心とした「ワーク・ライフ・バラン

ス」の支援も進めていかねばなりません。 

こうしたことから，次のように基本理念を定めて，保育の充実に向けて取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念の実現に向けた取組 

調布市では，この基本理念を実現していくために，行政と市内のあらゆる子育て支援関連施

設等が密接に連携し合い，“オール調布”という考えのもと，子どもとその家庭を支援するた

めの「ネットワーク」を構築することとし，このネットワークによって様々な課題を解決して

いきます。 

この調布市独自のネットワークを「ネットワーク保育システム『Ｃ－ＳＯ』（シーソー）」

と名付けました。 

「ネットワーク保育システム『Ｃ－ＳＯ』（シーソー）」では，市内の公私立認可保育園，

認証保育所，家庭福祉員，幼稚園，子ども発達センター，児童館のほか，市内の大学やＮＰＯ

等，あらゆる事業者・団体が一体となって，「調布っ子」の育ち及び子育て家庭をサポートし

ていきます。 

また，「ネットワーク保育システム『Ｃ－ＳＯ』（シーソー）」における具体的なサポート

として，以下の４つの取組みを実施します。 

１ 待機児童対策の推進 

２ 多様な保育サービスの提供 

３ 保育の質の維持・向上 

４ ネットワーク保育システムの構築とそれに向けた運営主体の見直し 

 

～ 『Ｃ－ＳＯ（シーソー）』イメージ図は２４ページのコラムで紹介～ 

 

 

《基本理念》 

・すべての子どもたちの育ちを大切にします 

・保護者が安心して子どもを産み・育てられる環境を整えます 
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３ 計画の基本的方向 

計画の推進にあたっては，国の示す「子ども・子育て支援法に基づく基本指針」及び「調布

市子ども条例」を基にした，以下の６つの視点を基本的方向とし，子ども・子育て支援につい

ては，「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指します。 

 

（１）一人ひとりの子どもを尊重する視点  ＜調布市子ども条例前文関連＞ 

調布市子ども条例の前文に「子どもは，個性が認められ，自分らしく生きる権利をはじ

め，個人の尊厳を持ったかけがえのない存在である。」とあるように，一人ひとりの子ども

の幸せのために子どもの人権を尊重し，その権利が十分保障されるよう施策を推進します。 

 

 

（２）子ども・子育て支援の量・質の両面を充実する視点 

すべての子どもと子育て家庭を対象として，保護者が安心して預けることができ，子ど

もが健やかに成長できるように，利用の状況や利用希望の実情などを踏まえ，ニーズに応

じた多様かつ総合的な子育て支援を量・質の両面にわたり充実していくための取組を計画

的に進めます。 

また，計画の内容と実際の状況に乖離が生じた場合は，柔軟に対応します。 

 

 

（３）多様なニーズに応じた柔軟かつ総合的な支援の視点＜調布市子ども条例第９条関連＞ 

子育て家庭の生活実態や子育て支援のニーズが多様化していることを踏まえ，利用者の

視点に立った柔軟かつ総合的なサービスの提供を進めます。 

実施にあたっては，妊娠・出産期から安定的かつ継続して支援することに配慮し，子ど

もの年齢によって変化する利用者のニーズに応じ多様な子育て支援を進めます。 

 

 

（４）子どもとともに保護者も支援する視点  ＜調布市子ども条例第９条関連＞ 

子育てを楽しみ，子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるよう，地域や社

会が保護者に寄り添い，子育てに対する負担や不安，孤立感などを和らげることを通じて，

保護者自身も成長し，子育てについての責任を果たすことや子育ての権利を享受すること

ができるようにするための支援を進めます。 
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（５）困難を抱える子ども・若者等への支援の視点 ＜調布市子ども条例第６条関連＞ 

一人ひとりの子どもの健やかな育ちを等しく保障するため，障害や疾病，ドメスティッ

ク・バイオレンス（以下，「ＤＶ」）4，児童虐待，いじめ，生活困窮等，その他の事情によ

り社会的な支援の必要性が高い子どもや，その家族を支援します。 

あわせて，ニートやひきこもりなど，社会生活を円滑に営む上で困難を有する子ども・

若者とその家族についても支援していきます。 

 

 

（６）それぞれの地域で子ども・子育てを支援する視点 

＜調布市子ども条例第 13 条～第 17条関連＞ 

子どもは，調布の「宝」，「未来への希望」であり，子育ては家庭のみならず，広く地域

全体で支えていくことが必要です。 

そのためには，子ども・子育て支援は広く地域全体で取り組むべき課題であるという意

識の醸成とともに，「ネットワーク保育システム C-SO（シーソー）」を中心として，家庭，

学校等，地域，企業，団体，行政がそれぞれの役割のもとで協働して子ども・子育て支援

を進めるための仕組みづくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
4 ドメスティック・バイオレンス：配偶者や内縁関係など親しい間柄のパートナーから振るわれる暴力のこと。 
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第３章    調布市の現況 

 

 

１ 人口と出生の現状（人口推移と将来予測等） 

 

（１）人口の推移 

総人口は昭和６０年と比較すると１．１７倍の２２４，２８３人となっています。 

年齢３区分別の人口動向をみると，生産年齢人口の割合はほぼ横ばいで推移しています。平成

１２年に年少人口割合と老年人口割合が逆転して以降，老年人口が毎年増加しているのに対して

年少人口は微増にとどまっており，その差は開く傾向にあります。 

年齢３区分別人口の推移 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務局統計局「国勢調査報告」第２巻 

「人口の男女・年齢・配偶関係・世帯の構造・住居の状態」（各年 10月 1日時点） 

東京都総務局統計部調査課「東京都男女年齢（５歳階級）別人口の予測（各年 10月 1日時点） 

調布市行政経営部政策企画課「調布市の将来人口推計（平成 26年３月）10月１日基準」 
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（２）就学前児童数の推移 

０～５歳の就学前児童数の推移をみると，平成２０年と比較すると約６００人増加し，１１，

７４４人となっています。平成２６年は，前年比で見ると若干減少していますが，平成２０年以

降で見ると増加傾向にあるといえます。 

就学前児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：調布市市民部市民課「住民基本台帳」各年４月１日時点 

（３）出生数の推移 

調布市の合計特殊出生率については，平成７年以降，東京都平均と比較して高い状況が続いて

おり，平成２２年では１.２０となっています。年間あたりの出生数は，平成２２年で２，０００

人を超え，平成２６年では２，００５人となっています。 

合計特殊出生率5・出生数（市）の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：調布市行政経営部政策企画課「調布市の将来人口推計（平成 26年３月）10月１日基準」 

東京都人口動態統計年報「合計特殊出生率」（各年 10月 1日時点） 

                                            
5 合計特殊出生率：1人の女性が生涯に産むと見込まれる子どもの数を統計的に算出したもの(１５歳から４９歳までの女性の年齢別

出生率を合計して算出)｡ 
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（４）人口推移と将来予測等 

①今までの人口推移 

調布市の総人口は，平成８年以降増加しています。また，就学前児童数は平成９年以降増加

し，平成１７年には１１，１６４人となりました。平成１９年までいったん減少するものの，

その後平成２５年まで増加しています。 

 

②今後の人口推移 

平成２６年に調布市が行った「調布市の将来人口推計」では，総人口について平成３５年ま

で増加傾向と予測しています。一方，就学前児童数は減少傾向になると推計しています。 

 

総人口と就学前児童数の推移 

 
資料：昭和 60年～昭和 62年「統計概要」０～５歳（１月１日時点） 

昭和 63年～平成 24年「調布市統計書」０～５歳（１月１日時点） 

平成 25年～平成 26年調布市市民部市民課「住民基本台帳」（１月１日時点） 

調布市行政経営部政策企画課 

「調布市の将来人口推計（平成 26年３月）10月１日基準」 
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２ 保護者・児童の現状 

（１）就業状況 

平成２２年では，男性の約６割，女性の約４割が働いており，平成１７年と比較して大きな変

化は見られません。 

男性就業率は，平成２年から平成１７年にかけて減少し，平成２２年は平成１７年と同程度と

なっています。女性就業率は，男性就業率に比べ２０ポイント程低く，平成７年がピークで４５．

６％となりました。それ以降平成１７年にかけて減少しましたが，平成２２年では４４．１％と

なっています。 

 

就労者数と就業率の推移 

 
資料：総務局統計局「国勢調査報告」（各年 10月 1日時点） 
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（２）女性の就業率の推移 

女性の年齢別就業率は，３０歳代で低下する「Ｍ字カーブ」の構造になっています。出産・育

児に関わることが多い年齢層において，就業率が低下していますが，特に，２５～２９歳，３０

～３４歳では昭和６０年に比べて，平成２２年はそれぞれ１７．６ポイント，２４．２ポイント

増加しています。結婚や出産を機にいったん仕事を離れ，その後再び就労する傾向は続いている

ものの，年々谷の浅いＭ字カーブに移行しており，出産後も就職する人が増加していることを示

しています。 

また近年，Ｍ字の２つ目のピークが，昭和６０年では４０～４４歳にあったものが，平成２２

年では５０～５４歳にあり，生涯を通じて働く人が増えていることがみてとれます。 

 

女性の就労者数と就業率の推移 

 
資料：総務局統計局「国勢調査報告」（各年 10月 1日時点） 

 

 
 

 

就労者数
（人）

就業率
（％）

就労者数
（人）

就業率
（％）

就労者数
（人）

就業率
（％）

就労者数
（人）

就業率
（％）

就労者数
（人）

就業率
（％）

15-19歳 1,154 15.1% 940 15.2% 776 14.4% 700 14.3% 592 12.1%

20-24歳 5,681 64.1% 6,275 61.5% 4,815 55.2% 4,117 51.4% 3,719 53.0%

25-29歳 3,509 49.2% 6,191 66.3% 6,203 64.8% 5,436 61.6% 5,325 66.8%

30-34歳 2,308 34.4% 3,879 51.4% 4,745 52.3% 5,341 53.8% 5,128 58.6%

35-39歳 3,003 37.3% 2,875 49.7% 3,786 51.3% 4,586 50.7% 5,359 53.9%

40-44歳 3,093 42.5% 3,209 54.8% 3,205 55.9% 4,182 56.5% 5,041 56.3%

45-49歳 2,817 41.7% 4,488 59.4% 3,542 59.6% 3,632 62.9% 4,685 60.7%

50-54歳 2,330 36.8% 3,987 55.9% 4,244 56.8% 3,627 59.8% 3,626 61.5%

55-59歳 1,454 29.2% 3,165 48.9% 3,417 50.0% 3,950 53.9% 3,365 55.1%

60-64歳 631 17.2% 2,037 34.2% 2,103 34.0% 2,576 38.6% 3,108 43.0%

65歳以上 438 5.8% 1,652 12.8% 2,071 12.5% 2,704 13.2% 3,525 14.6%

合計 26,418 35.2% 38,698 45.6% 38,907 43.8% 40,851 43.3% 43,473 44.1%

年齢区分
昭和60年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年
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（３）保護者の就労形態 

調布市の産業別就労者数を見ると，平成２２年では平成１７年と比較して，第一次産業6，第二

次産業7，第三次産業8全てにおいて就労者数が減少しています。一方で，産業別就労者比率を見る

と，第一次産業，第二次産業で比率が減少しているのに対して，第三次産業では全就労者に占め

る割合は増加しています。 

 

産業別就労者数と割合の推移 

 
資料：総務局統計局「国勢調査報告」（各年１０月１日時点） 

 

産業別就労者比率の推移 

 

 

 

 

 

 

                                            
6 第一次産業：農業・林業・漁業。 

7 第二次産業：鉱業・建設業・製造業。 

8 第三次産業：第一及び第二産業以外（主に販売・金融等サービス業）。 

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

1,000 881 792 778 755 620

割合（％） 1.1% 0.9% 0.8% 0.8% 0.8% 0.7%

24,838 25,351 22,438 19,467 15,851 14,330

割合（％） 26.8% 25.4% 22.2% 20.0% 16.2% 15.7%

66,729 73,514 77,845 77,056 81,079 76,251

割合（％） 72.1% 73.7% 77.0% 79.2% 83.0% 83.6%

92,567 99,746 101,075 97,301 97,685 91,201

産業区分

合計

第一次産業　（人）

第二次産業　（人）

第三次産業　（人）

1.1% 0.9% 0.8% 0.8% 0.8% 0.7%
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３ 子育て支援の現状（施設の状況） 

（１）就学前児童数と利用施設 

調布市の平成２６年４月１日時点の就学前児童数は，１１，７４４人です。平成２１年と平成

２６年を比較すると，２歳児から５歳児の児童数が大幅に増加しています。 

また，１歳児の児童数が微減していますが，認可保育所9の入所数は増加しています。 

 

就学前児童数と認可保育所入所数の変化 （単位：人） 

 

資料：調布市市民部市民課「住民基本台帳」各年４月１日時点 

     調布市子ども生活部子ども政策課「認可保育所入所数」各年４月１日時点 

 

保育所，子ども発達センター10，幼稚園，在宅等11に区別し，年齢別に構成比をみると，２

歳児までの多くが在宅等の児童ですが，３歳児からは１，０００人以上が幼稚園に通い，在

宅等は少数になっています。この傾向は平成２１年と比較しても大きな変化はみられません。 

 

平成２６年 保育所等利用施設別の児童数（就学前） （単位：人） 

 
資料：調布市市民部市民課「住民基本台帳」４月１日時点 

調布市子ども生活部子ども政策課「幼稚園・保育所（児童数）」４月１日時点（幼稚園のみ５月時点） 

調布市福祉健康部子ども発達センター「子ども発達センター（児童数）」４月１日時点 
 

 

 

 

                                            
9  認可保育所：児童福祉法に基づく設置許可を受けている保育施設。一般に「保育園」と呼ばれている。 

10 子ども発達センター：言葉，運動等に係る発達の遅れやかたよりのある子どもやその心配がある子どもとその家族に対する支援を

行う専門機関｡相談窓口を設け発達に関する不安を解消するとともに，必要に応じて療育や指導など専門的な支援を行う｡ 

11 在宅等：保育所，子ども発達センター及び幼稚園に通う以外の児童。 

０歳 1,963 256 1,995 336

１歳 2,021 423 1,974 546

２歳 1,883 509 1,963 636

３歳 1,790 563 1,924 707

４歳 1,808 540 1,943 726

５歳 1,825 544 1,945 678

合計 11,290 2,835 11,744 3,629

平成21年 平成26年

就学前
児童数

認可保育所
（保育園）
入所数

就学前
児童数

認可保育所
（保育園）
入所数

年齢区分

公立 私立

０歳 1,995 1,561 0 0 434 87 249 89 9

１歳 1,974 1,231 0 0 743 169 377 174 23

２歳 1,963 1,195 0 0 768 206 430 115 17

３歳 1,924 113 1,047 21 743 240 467 36 0

４歳 1,943 73 1,116 12 742 256 470 16 0

５歳 1,945 61 1,192 7 685 253 425 7 0

合計 11,744 4,234 3,355 40 4,115 1,211 2,418 437 49

保育所 認可
認証 保育ママ等

児童数
在宅等 幼稚園

子ども発達
センター
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「保育需要率12」は年々増加し続け，平成２０年と平成２６年を比べると，９．２ポイント増加

しました。「認可保育所入所率13」も増加し続けており，平成２０年では２４．６％と「幼稚園入

園率14」に比べて６．７ポイント低い状況でしたが，平成２５年ではいずれも２９．５％と同率に

なり，平成２６年では「認可保育所入所率」が上回る状況にあります。調布市においては，年々，

保育の需要が大きくなってきました。 

 

保育需要と認可保育所入所と幼稚園入園の推移 

 
資料：調布市市民部市民課「住民基本台帳」各年４月１日時点 

調布市子ども生活部子ども政策課「幼稚園・保育所（児童数）」 
各年４月１日時点（幼稚園のみ５月１日時点） 

 

 

保育需要率と認可保育所入所率と幼稚園入園率の推移 

 

 

 

 

                                            
12 保育需要率＝保育需要数（保育所入所数（全年齢）＋待機児童数）÷就学前児童数×１００ 

13 認可保育所入所率＝認可保育所入所数÷就学前児童数×１００ 

14 幼稚園入園率＝幼稚園入園数÷就学前児童数×１００ 

平成２０
年度

平成２１
年度

平成２２
年度

平成２３
年度

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

11,129 11,290 11,441 11,584 11,647 11,832 11,744
人数 3,144 3,321 3,542 3,733 3,814 4,109 4,403
率（％） 28.3% 29.4% 31.0% 32.2% 32.7% 34.7% 37.5%
人数 2,741 2,835 2,940 3,076 3,179 3,494 3,629
率（％） 24.6% 25.1% 25.7% 26.6% 27.3% 29.5% 30.9%
人数 3,483 3,441 3,359 3,426 3,455 3,487 3,355
率（％） 31.3% 30.5% 29.4% 29.6% 29.7% 29.5% 28.6%

就学前児童数

保育需要

認可保育所
入所

幼稚園入園

20.0%

22.0%

24.0%

26.0%

28.0%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

40.0%

保育需要率（％） 認可保育所

入所率（％）

幼稚園入園 率（％）
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（２）調布市の待機児童対策と現状 

①これまでの待機児童対策 

調布市はこれまでに，下記のような待機児童15対策に取り組み，平成１４年度から平成２５年

度までの１２年間で１，８３７人の定員拡大を図りました。 

 

【調布市のこれまでの待機児童対策】 

・認可保育園の新規誘致    

・東京都認証保育所の誘致 

・家庭福祉員16の誘致      

・認可保育園の定員の弾力化17 

・株式会社参入の自由化    

・市内不動産情報の収集及び事業者とのマッチングによる認可保育園の整備 

・生産緑地を活用した認可保育園の整備 

・教育（学校）用地を活用したグループ型保育施設の整備 

・既存民間施設を活用したグループ型保育施設の整備 

  

上記のような取り組みにもかかわらず，保育ニーズの増加により，平成２６年４月１日の保

育園待機児童数は平成２５年４月１日を上回る結果となりました。 

 

保育所定員数と待機児童数の推移 

 
 

                                            
15 待機児童：認可保育所への入所申込みをしており，入所要件に該当しているが，入所していない児童の数から認証保育所・家庭

福祉員・自治体独自の施策等で保育を受けている者，及び近くに入所可能な保育所があるにも関わらず，保護者の都合で入所し

ない者を除いた児童｡ 

16 家庭福祉員：通称，保育ママ。就労等のため昼間保育が困難な０～２歳児を，保育士等の有資格者の自宅等にて，家庭的な雰

囲気のなかで保育を行う制度｡ 

17 定員の弾力化：一定条件の下で，認可定員を超えて児童を受け入れること｡ 
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②待機児童地域分布及び年齢別詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ※１０地域中８地域で昨年を超える待機児童数となっており，特に第７地域においては，２７人増

加しています。残りの２地域についても昨年と比較し，大きくな変化は見られませんでした。年

齢別に見ると，１歳児の待機児童が６６人と大幅に増加しています。 

0歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児
４歳児
以上

第１ 仙川町２・３丁目，緑ケ丘１・２丁目 9 3 3 1 2 0

第２
菊野台２・３丁目，東つつじケ丘２・３丁目，西つつじケ丘４丁目，入間町１
～３丁目，仙川町１丁目，若葉町１～３丁目 35 7 24 2 2 0

第３
柴崎１・２丁目，菊野台１丁目，東つつじケ丘１丁目，西つつじケ丘１～３
丁目，深大寺東町３・４丁目 34 18 11 4 1 0

第４
佐須町１・２・４・５丁目，深大寺元町２～５丁目，深大寺東町１・２丁目，
深大寺南町１～５丁目 27 8 14 3 2 0

第５ 深大寺北町１～７丁目，深大寺東町５～８丁目 23 7 12 3 1 0

第６
小島町１丁目，布田１・２丁目，国領町１・２丁目，佐須町３丁目，調布ケ
丘１～４丁目，深大寺元町１丁目，八雲台１・２丁目 31 8 18 5 0 0

第７ 国領町３～８丁目，染地２・３丁目 45 12 23 9 1 0

第８ 小島町２・３丁目，布田３～６丁目，染地１丁目，多摩川３～７丁目 37 7 24 6 0 0

第９ 飛田給２・３丁目，上石原２・３丁目，下石原２・３丁目，多摩川１・２丁目 34 9 16 7 2 0

第10
飛田給1丁目，上石原1丁目，富士見町１～４丁目，下石原１丁目，野水
1・2丁目，西町 13 5 5 2 1 0

288 84 150 42 12 0

208 55 84 53 16 0前年度（平成２５年度）合計

平成２６年度合計

地域 町名 総数

第７地域 
４５人 

（１８人） 

第９地域 
３４人 

（２４人） 

第１０地域 
１３人 

（１６人） 
第３地域 
３４人 

（２２人） 第６地域 
３１人 

（２５人） 

第４地域 
２７人 

（１５人） 

第５地域 
２３人 
（２１人） 

第１地域 
９人 

（４人） 

（ ）内は，前年度（平成２５年度）４月１日の待機児童数 

前年度比減・同  前年度比増 

第２地域 
３５人 

（３６人） 

第８地域 
３７人 

（２７人） 
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第４章    事業計画 

 

 

１ 事業計画策定方針 

子ども・子育て支援の具体策は，「調布市の将来人口推計」，「調布市子ども・子育て支援に関 

するニーズ調査」及び各事業の利用状況等を基に，第２章の３「計画の基本的方向」で記述した

６つの視点に沿って策定します。 

 

 

２ 教育・保育提供区域 

教育・保育及び地域子ども・子育て事業の提供区域として，全市を１区域と捉えて設定します。 

今後の教育・保育にかかる施設整備及び各事業の提供にあたり，年度ごとの状況に柔軟に対応

するため市内全域での事業計画を策定します。 
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３ 幼児期の学校教育・保育（施設型給付） 

近年の利用状況（直近５年の実績値）及び「子ども・子育て支援に関するニーズ調査」結果を

勘案し，算出した「量の見込み」に対応するよう，「教育・保育施設18による確保の内容及び実施

時期（確保方策）」を次のとおり設定します。 

この事業計画に基づき，計画期間において必要な教育・保育施設の整備を計画的に実施してい

きます。 

なお，「待機児童解消加速化プラン（平成２５年４月１９日総理公表）により，保育ニーズのピ

ークを迎える平成２９年度末までに待機児童解消となる確保方策を実施します。 

 

（１）確保方策の方針 

すべての子どもと子育て家庭が安心して保育サービスを利用できるように，認可保育園を中心

とした施設整備の推進と，定員拡充策として，柔軟な運用方法の検討を進めます。 

（２）確保方策の考え方 

①教育・保育施設である，認可保育園の整備を中心に進めていきます。 

②３歳未満児のニーズに対し，①の認可保育園の整備に加え，地域型保育事業19の小規模保育

事業や，個別の対応が必要な子どものための居宅訪問型保育等を取り入れ確保していきます。 

③教育・保育の一体的な提供体制の確保として，教育・保育施設である，認定こども園20の

普及についても，待機児童の状況を踏まえながら検討を進めていきます。 

④認証保育所21の認可保育園への移行支援を推進するとともに，現在運営が行われている認

可外保育施設等も確保方策とします。 

⑤認可保育園では，低年齢児の定員に空きがない一方で，４歳児・５歳児の定員には空きが

ある場合があります。子どもの育ちに伴い，保育ニーズが変化することから，年齢別のニ

ーズ量の変化に応じて柔軟に施設定員の見直しを進めます。 

⑥保育施設の量的拡充とともに，すべての子どもが等しく良質な保育サービスを利用できる

よう保育の質の維持・向上を図ります。 

 

                                            
18 教育・保育施設：認定こども園法，学校教育法・児童福祉法に規定された認定こども園，幼稚園，保育所のことです。 

19 地域型保育事業：少人数の単位で，主に満３歳未満の乳児・幼児を預かる事業のことで，家庭的保育，小規模保育，事業所内

保育，居宅訪問型保育の４つの事業があります。２３ページ，下段コラム参照。 

20 認定こども園：40ページ，下段コラム参照。 
21 認証保育所：都民のニーズに応えるために創設された東京都独自基準による保育所｡ 

保育部分の確保方策(新規施設の開所年度を基準としたもの)

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

教育・保育施設
（認可保育園，
認定こども園）

6カ所 8カ所 6カ所 5カ所 ※

地域型保育事業
（小規模保育，家庭的保育，

居宅訪問型保育，事業所内保育）
1カ所

※待機児童の状況を見て時点修正を行います。

※
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（３）幼児期の学校教育・保育の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

 

■平成２７年度     

 
※１ 既存施設の定員増１カ所あり（定員には計上，施設数としては計上せず） 

※２ 認可外保育施設（スマート保育施設）からの移行による増 1 カ所 

※３ 認可保育園への移行による減１カ所，地域型保育事業への移行による減１カ所，グループ型保育施設の新設による増１カ所， 

認証保育所の運営区分変更による定員増１カ所あり（定員には計上，施設数としては計上せず） 

 

■平成２８年度 

※４ 平成２８年度で確保方策量が量の見込み数を上回る計画 

 

 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計 施設数

量の見込み　A 543人 4,627人

平成26年度末確保量　B 457人 4,118人 64カ所

教育･保育施設 316人 3,489人 37カ所

地域型保育事業 0人 0カ所

認可外保育施設 141人 629人 27カ所

B－A -86人 -509人

新規確保量　C 46人 421人 6カ所

教育･保育施設 45人 420人 6カ所

地域型保育事業 6人 18人 1カ所

認可外保育施設 -5人 -17人 -1カ所

確保方策　D=B+C 503人 4,539人 70カ所

D－A -40人 -88人

量の見込み　E

確保方策　F 15カ所

F－E

396人 92人

-332人 -91人

学　　　　齢

保
育
所
等

1,816人 2,268人

1,484人 2,177人

【
内
訳

】

1,088人 2,085人

【
内
訳

】

151人 224人

12人

-12人

151人 224人

1,635人 2,401人

-181人 133人

幼
稚
園

3,560人

3,520人

-40人

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計 施設数

量の見込み　A 568人 4,802人

平成27年度末確保量　B 503人 4,539人 70カ所

教育･保育施設 361人 3,909人 43カ所

地域型保育事業 6人 18人 1カ所

認可外保育施設 136人 612人 26カ所

B－A -65人 -263人

新規確保量　C 72人 720人 8カ所

教育･保育施設 72人 720人 8カ所

地域型保育事業 0人 0カ所

認可外保育施設 0人 0カ所

確保方策　D=B+C 575人 5,259人 78カ所

D－A 7人 457人

量の見込み　E

確保方策　F 15カ所

F－E

学　　　　齢

1,871人 2,363人

1,635人 2,401人

【
内
訳

】
保
育
所
等

【
内
訳

】

384人 92人

240人 408人

4人 446人

1,875人 2,809人

-236人 38人

240人 408人

1,239人 2,309人

12人 0人

幼
稚
園

-64人

3,584人

3,520人

※１ 

※２ 

※３ 

※４ 
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■平成２９年度

 
※５ 平成２８年度時点で，確保方策量が量の見込みを上回っていますが，保育需要の伸びを見込んで，継続して定員の確保を 

行う計画 

 

 

■平成３０年度

 
 

 

 

 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計 施設数

量の見込み　A 593人 4,987人

平成28年度末確保量　B 575人 5,259人 78カ所

教育･保育施設 433人 4,629人 51カ所

地域型保育事業 6人 18人 1カ所

認可外保育施設 136人 612人 26カ所

B－A -18人 272人

新規確保量　C 54人 540人 6カ所

教育･保育施設 54人 540人 6カ所

地域型保育事業 0人 0カ所

認可外保育施設 0人 0カ所

確保方策　D=B+C 629人 5,799人 84カ所

D－A 36人 812人

量の見込み　E

確保方策　F 15カ所

F－E

384人 92人

-61人 351人

1,936人 2,458人

2,717人【
内
訳

】

1,479人

180人 306人

12人 0人

【
内
訳

】

180人 306人

幼
稚
園

3,608人

3,520人

-88人

2,055人 3,115人

119人 657人

学　　　　齢

保
育
所
等

1,875人 2,809人

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計 施設数

量の見込み　A 618人 5,140人

平成29年度末確保量　B 629人 5,799人 84カ所

教育･保育施設 487人 5,169人 57カ所

地域型保育事業 6人 18人 1カ所

認可外保育施設 136人 612人 26カ所

B－A 11人 659人

新規確保量　C 45人 450人 5カ所

教育･保育施設 45人 450人 5カ所

地域型保育事業 0人 0カ所

認可外保育施設 0人 0カ所

確保方策　D=B+C 674人 6,249人 89カ所

D－A 56人 1,109人

量の見込み　E

確保方策　F 15カ所

F－E

学　　　　齢

保
育
所
等

【
内
訳

】 384人

150人 255人

2,205人 3,370人

214人 839人

12人 0人

64人 584人

150人 255人

92人

1,991人 2,531人

2,055人 3,115人

1,659人 3,023人

【
内
訳

】

幼
稚
園

-79人

3,599人

3,520人

※５ 
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■平成３１年度

 
※６ 新規確保量については待機児童の状況をみて時点修正。 

 

新制度によって現行施設はどう変わるか？ 

今後，幼稚園や認可保育所は教育・保育施設として，家庭福祉員(保育ママ)やグループ型保

育施設は地域型保育事業として，新制度に移行するという選択肢が広がります。新制度に移行

するかどうかの判断は施設や事業ごとに異なります。 

○新制度への移行イメージ 

 

※認定こども園：０～５歳児を対象に保護者の就労の有無にかかわらず受け入れて，教育と保育を一体的に提供する施

設のことです。現在，調布市にはありません。 

※家庭的保育：定員５人以下で，家庭福祉員(保育ママ)の自宅で保育をおこないます。 

※小規模保育：定員６～19 人で，家庭的保育に近い雰囲気のもと，きめ細かな保育をおこないます。設備や職員の基準

によりＡ型･Ｂ型･Ｃ型に分かれます。 

※事業所内保育：会社の事業所の保育施設等で，従業員の子どもと地域の子どもを一緒に保育します。 

※居宅訪問型保育：障害・疾患などで個別のケアが必要な場合など，保護者の自宅で１対１で保育します。 

※保育ママ等：調布市家庭福祉員。０～２歳児を対象に保育士等の有資格者の自宅にて，保育を行う制度。（家庭福祉 

員が複数集まって保育を実施するグループ型保育施設を含む）  

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計 施設数

量の見込み　A 644人 5,267人

平成30年度末確保量　B 674人 6,249人 89カ所

教育･保育施設 532人 5,619人 62カ所

地域型保育事業 6人 18人 1カ所

認可外保育施設 136人 612人 26カ所

B－A 30人 982人

新規確保量　C 0人 0人 0カ所

教育･保育施設 0人 0カ所

地域型保育事業 0人 0カ所

認可外保育施設 0人 0カ所

確保方策　D=B+C 674人 6,249人 89カ所

D－A 30人 982人

量の見込み　E

確保方策　F 15カ所

F－E

158人 794人

0人 0人

2,205人 3,370人

1,809人

92人

学　　　　齢

保
育
所
等

【
内
訳

】 384人

幼
稚
園

3,551人

3,520人

-31人

【
内
訳

】

3,278人

12人 0人

158人 794人

2,047人 2,576人

2,205人 3,370人

※６ 
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ネットワーク保育システム『Ｃ－ＳＯ』（シーソー）とは？ 

  

  

児童遊具「シーソー」は，長い板の中心を支点にして板の両端に人が座り，交互に上下運動

を繰り返して遊ぶものです。両端のバランスが取れていないと交互に上下する遊びの機能が発

揮できません。調布市では，「シーソー」のように子どもとその家庭をバランス良く支援して

いく調布市独自のシステムを様々な運営主体や関係団体とネットワークを組みながら構築して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃｈｉｌｄｒｅｎ ｆｉｒｓｔ 

 -すべての子どもたちのために- 

Ｃｈｉｌｄ Ｃａｒｅ 

 -子育て家庭を- 

Ｃｈｏｆｕ-ａｌｌ 

 -調布市全体がひとつとなって- 

ＳＯｒｙｏｋｕ 

       -総力を挙げて- 

ＳＯｆｔｌｙ 

       -優しさを持って- 

  ＳｕｐｐＯｒｔ 

       -支援します- 

Ｃ ＳＯ 

※子どもを３人としたのは，子どもを増やしたい

という少子化対策の想いを表しています。 
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４ 地域子ども・子育て支援事業 

現在の利用状況（実績値）及び「子ども・子育て支援に関するニーズ調査」結果から推計し

た「量の見込み」に対応するよう，「地域子ども・子育て支援事業による確保の内容及び実施時

期（確保方策）」を次の通り設定します。 

この事業計画に基づき，計画期間において必要な地域子ども・子育て支援事業を計画的に実

施していきます。 

 

（１）利用者支援に関する事業 ＜新規事業＞ 

①事業概要 

新制度で多様な教育・保育や事業が用意され，待機児童の解消等のためにそれらを個々の

ニーズに応じて確実に提供するべく，子どもや保護者がそれらの中から自分の家庭に一番ふ

さわしいメニューを，確実かつ円滑に利用できるようなコーディネーションが必要であると

考えられ創設された事業です。子どもや保護者の身近な場所で支援を行います。 

 

②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

現在，保育園勤務経験のある保育士を保育園申込窓口に配置し，保育所の入所や，利用に

関する相談に応じています。また，児童館の子育てひろばや，子ども家庭支援センターすこ

やか22で子育て全般に関する情報提供や育児相談を行っています。今後も継続して実施します。 

 

③事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

＜量の見込み＞ 

 

※ニーズ調査によらずに推計（２中学校区に１か所として算出） 

 

＜確保方策＞ 

 

 

 

 

                                            
22 子ども家庭支援センターすこやか：子育て支援の総合拠点｡一般的な相談から専門的な相談まで幅広く応じるほか，児童虐待防

止ホットラインやファミリー・サポート・センターの設置，多様化する保育ニーズに対応する預かり事業の実施や子育てひろばとして

施設を開放し親子の交流イベント等を行う｡平成１３年４月に開設｡ 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

4 4 4 4 4利用者支援事業（か所）

各施設数（か所） 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

市役所窓口での相談体制 1 1 1 1 1

子育てひろば，すこやかでの相談体制 12 12 12 12 12
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（２）時間外保育事業（延長保育事業23） 

①事業概要 

認可保育所や認定こども園等の定期的な教育・保育の事業の通常保育の時間を原則８時間

としているが，保護者の労働時間や通勤時間等の状況を考慮して，通常保育の前後の時間に，

延長して保育を行います。 

 

②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

ニーズ調査結果より，量の見込みを算出しました。認可保育園在園児であれば全員時間外

保育を利用できるため，確保方策は認可保育園の定員数拡大に伴うものとなります。 

 

③事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

＜量の見込み＞ 

 

 

＜確保方策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
23 延長保育事業：保育ニーズに対応し，保育所の通常保育時間を延長して保育を行う事業｡ 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

3,845 3,831 3,826 3,799 3,755時間外保育事業利用希望者（人）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

時間外保育事業利用定員数 認可保育園の定員数拡大に伴う
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（３）放課後児童健全育成事業（学童クラブ）・放課後遊び場対策事業（ユーフォー） 

共働き家庭等の「小１の壁」への対応とともに，次代を担う人材を育成するため，すべて

の就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし，多様な体験・活動を行うことができるよう，

「放課後子ども総合プラン」に基づき，放課後児童健全育成事業と放課後遊び場対策事業を

推進します。 

 

①事業概要 

■放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

保護者が就労等により昼間家庭にいない児童に対して，放課後に適切な遊びや生活の場

を与え，その健全育成を図る事業です。平日の放課後のほか，土曜日，夏休み等の三季休

業中に実施します。 

■放課後遊び場対策事業（ユーフォー） 

放課後の学校施設を利用して，子どもたちが安全に遊べる場所を提供します。小学校全

学年を対象とし，保護者の就労に関わらず利用できる事業です。国では，「放課後子供教室」

という名称で事業の推進を図っています。 

 

＜平成２７年度からの実施内容（予定）＞ 

 対象 実施場所・時間など 平成２６年度実績 

学童クラブ 放課後の時間帯

に保護者が就労

等により不在と

なる小学校児童 

児童館及び小学校内等 

（学校がある日） 

 放課後～１７時 

（土曜日，三季休業時） 

８時～１７時 

※児童館内の学童クラブは，８時か 

ら８時３０分まで見守り時間 

※最大１９時まで利用可能。ただ 

し，１８時から１９時までは，延 

長使用料必要 

施設数：２９箇所 

定員数：1,800 人 

在籍数（４月１日

現在）：1,562 人 

 

ユーフォー 小学校全児童 小学校内 

（学校がある日） 

 放課後～１７時 

（土曜日，三季休業時） 

８時～１７時 

施設数：２０箇所 

（全小学校で実施） 

登録者数（１１月

３０日現在）：

6,149 人 
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②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

■放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

児童福祉法の改正に伴う対象学年の拡大や，近年の育成ニーズの高まりにより，地域に

よっては，待機児童が生じる可能性が否定できない状況にあります。そのような状況の中，

確保方策については，「調布市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例」において規定する児童１人当たりの専用区画面積及び支援の単位を構成する児童

の数を遵守する考え方のもと，現状においてそれらを満たしていない緊急的な対応が必要

な地域について，優先的に施設整備を進めていきます。 

受入れに当たっては低学年を優先するとともに，高学年の育成ニーズに対しては，平成

２７年度以降の放課後遊び場対策事業（ユーフォー）の利用状況を把握し，対応を図って

いきます。 

なお，平成３０年及び３１年の確保方策については，上述した確保方策による利用状況

の変化を把握・分析しながら時点修正を行うこととします。 

また，重度の障害児を受け入れる環境を整えるため，重度の障害児専門の学童クラブを

整備していきます。 

■放課後遊び場対策事業（ユーフォー） 

本市では既に全小学校内にユーフォーを整備していますが，保護者が就労している家庭

でも利用しやすいよう，事業内容の拡充を図ります。 

開設日数・時間の拡充：学童クラブと同様に，土曜日，三季休業時も開設するとともに，

開設時間を朝８時に延長します。 

③学童クラブの事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

＜量の見込み＞ 

 
※低学年についてはニーズ調査によらずに推計。「平成２５年度調布市教育人口等推計報告書」

から学年ごとに児童数の伸び率を算出し，平成２６年度４月１日在籍児童数に乗じて算出

（ただし，平成３１年度は，教育人口等推計報告書がないため，平成２７年度から平成３０

年度までの伸び率の平均値から平成３０年度の在籍予測児童数に乗じた。） 

※高学年については平成２５年１１月に実施したニーズ調査結果をもとに１０地区別に算出。 

＜確保方策＞ 

 

※確保数については，年度内の施設整備数である。 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

1,755 1,854 1,843 1,835 1,851

529 524 511 525 535

2,284 2,378 2,354 2,360 2,386

利用希望者（人）

低学年（１～３年生）時の希望

高学年（４～６年生）時の希望

合計

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

2 3 3

60 120 120

確保数（か所）

　　　　定員数（人）　　

※放課後遊び場対
策事業との連携に
よる利用状況の変
化をみて時点修正
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④一体型または連携型の学童クラブ及び放課後遊び場対策事業（ユーフォー）の目標事業量 

一体型とは，同一の小学校内もしくは学童クラブが小学校の隣接地で両事業を実施して

おり，共働き家庭等の学童クラブ利用児童を含めた全ての児童がユーフォーの行事に参加

できるものです。 

連携型とは，学童クラブが小学校に隣接していないものの，学童クラブ利用児童もユー

フォーの共通行事に参加できるものです。 

平成２７年度では，市内２０校中９校が一体型に該当する整備状況であり，今後行事の

充実を図っていきます。また，今後学童クラブの増設にあたり，残り１１校についても一

体型または連携型となるよう検討していきます。 

学校名 
２７年度 ３１年度 

一体型 一体型または連携型 

第一小学校，第二小学校，第三小学校，深

大寺小学校，北ノ台小学校，多摩川小学校，

国領小学校，布田小学校，染地小学校(平成

２７年度新規) 

９箇所 ９箇所 

上ノ原小学校，若葉小学校，八雲台小学校，

杉森小学校，富士見台小学校，滝坂小学校，

石原小学校，緑ケ丘小学校，飛田給小学校，

柏野小学校，調和小学校 

 １１箇所 

⑤ユーフォーの整備計画 

本市では平成２４年度をもって，全小学校２０校内にユーフォーを整備済みです。 

 

⑥学童クラブ及びユーフォーの一体的な，又は連携による実施に関する具体的な方策 

ユーフォーにおいて，学童クラブ及びユーフォーのどちらの児童も参加しやすい共通行

事の充実を図ります。 

共通行事の実施にあたっては，企画段階から，学童クラブとユーフォーの職員が連携し

て，内容や実施日等を検討できるよう，打合せの場を設けます。 

 

⑦小学校の余裕教室等の活用に関する具体的な方策 

児童の安全・安心な活動拠点を確保するため，余裕教室や学校敷地内の余裕スペース等

の活用を検討します。 

 

⑧児童館等の活用 

市内には，小学生・中学生を対象とした児童館が１１箇所，中学生・高校生を対象とした

青少年ステーション（CAPS）が１箇所あり，就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし，

多様な体験・活動を行う場所として運営しています。今後，両機関の連携を深めるとともに，

児童館が，地域の児童福祉の拠点としての機能が充実できるよう，そのあり方を検討してい

きます。 
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（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

①事業概要 

短期入所生活援助（ショートステイ）事業とは，保護者が疾病等により子どもの養育が困

難になった場合，宿泊により短期間預かる事業です。市内ではすこやか，調布学園の２施設

で実施しています。 

 

②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

ニーズ調査により算出されたものを量の見込みとして設定しています。現在の定員数と，

最大開所日数から年間の利用定員を算出したところ，現状でも受け入れ可能なニーズ量とな

っているため継続して実施します。 

 

③事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

＜量の見込み＞ 

 

 

＜確保方策＞ 

 

  

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

0 0 0 0 0

2,483 2,506 2,530 2,570 2,584

2,483 2,506 2,530 2,570 2,584

就学前児童

利用希望者（年間延べ人日）

小学校児童

計

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

定員数（１施設当たり　人/日） 5 5 5 5 5

年間開所日数（２施設計） 699 699 699 699 699

利用定員計（人日） 3,495 3,495 3,495 3,495 3,495
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（５）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問） 

①事業概要 

幅広い産後ケアの充実のための，早期に必要な支援につなげられるよう，できるだけ早期

に訪問するための方策として実施している事業です。 

 

②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

全戸訪問する事業であるため，人口推計の０歳児人口を量の見込みとしました。 

出生通知票「我が家の赤ちゃんお知らせはがき」をもとに，助産師，保健師，看護師が家

庭訪問しており，現在の実施体制で全戸訪問を想定しているため，今後も継続して実施しま

す。 

 

③事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

＜量の見込み＞ 

 

※ニーズ調査によらずに推計（人口推計の０歳児人口を採用）   

 

＜確保方策＞ 

現在の実施体制で全戸訪問を想定しているため，今後も継続して実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

1,967 1,942 1,919 1,899 1,884訪問件数（件）
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（６）養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に

対する支援に資する事業 

①事業概要 

養育支援が特に必要な家庭を訪問して，保護者の育児，家事等の養育能力を向上させるた

めの支援（相談支援，育児・家事援助など）を行う事業です。 

 

②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

ニーズ調査により，量の見込みを設定する事業ではないため，過去の実績を参照しつつ，

現在の取り組みを継続して実施します。 

 

③事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

＜量の見込み＞ 

 

※ニーズ調査によらずに推計（過去５年間の平均値を採用） 

 

＜確保方策＞ 

過去の実績を参照しつつ，現在の取組を継続して実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

359 359 359 359 359

309 309 309 309 309
要保護児童対策協議会

ケース会議・実務者会議（回）

養育支援訪問件数（件）
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（７）地域子育て支援拠点事業（子育てひろば） 

①事業概要 

地域の身近な場所で，子育て中の親子の交流や仲間づくり，育児相談等を行う事業です。 

 

②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

現在の拠点にて引き続き事業を実施します。保育園の「子育てひろば」については，平成

２５年度は１か所でしたが，平成２６年度より２か所で実施しています。 

 

③事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

＜量の見込み＞ 

 

※ニーズ調査によらずに推計（平成２５年度実績値を採用） 

 

＜確保方策＞ 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

108,386 108,386 108,386 108,386 108,386年間利用希望者数（人日）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

児童館「子育てひろば」 11か所 11か所 11か所 11か所 11か所

保育園「子育てひろば」 2か所 2か所 2か所 2か所 2か所

すこやかでの開放事業 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所
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（８）一時預かり事業，子育て短期支援事業（トワイライトステイ），子育て援助活動支援事業

（ファミリー・サポート・センター24） 

①事業概要 

保護者が冠婚葬祭や育児疲れ等の理由により，家庭での保育が一時的に困難となった子ど

もについて，主として昼間，保育所その他の場所において，一時的に預かる事業です。 

以下の３事業については就学前児童・小学校児童を対象に実施します。 

 

1) 一時預かり保育 

保護者の断続的な就労，職業訓練，就学のためや，保護者の傷病・災害・事故・冠婚

葬祭など，緊急・一時的に家庭内での保育が困難な市内在住の就学前児童を一時的に預

かります。現在，１１園で実施しており，うち３園には緊急のための枠が別にあります。 

2) 子育て短期支援事業（トワイライトステイ） 

トワイライトステイ(夜間養護等事業)とは，保護者が就労等により帰宅が夜間になる場

合に，一時的に子どもを預かる事業です。１７：００～２２：００まで子ども家庭支援

センターすこやかで預かります。 

3) 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

子育ての援助を受けたい方（依頼会員）と子育ての援助を行いたい方（提供会員）に

よる会員組織を設置し，保育所・幼稚園の送迎や一時的な保育など地域において会員同

士が子育てを相互に援助する事業を実施しています。 

 

②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

不定期就労による利用者を量の見込みとします。不定期就労による利用については，現状

の施設で受け入れ可能ですが，より多様な理由での利用希望に応えられるよう，今後の認可

保育園の整備と併せて一時預かり事業拡充の必要性についても検討します。 

 

③事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

＜量の見込み＞ 

 

※ニーズ調査結果より不定期の就労を理由に利用を希望している方に限定 

※就学前児童・小学校児童の計 

※「子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）」は，就学前・就学

後の別なく，一時預かり事業の一部として量の見込みを算出しています。 

 

 

                                            
24 ファミリー・サポート・センター事業：育児の手伝いをしてほしい人(依頼会員)と育児の手伝いをしたい人(協力会員)の両者の会員

を登録し，協力会員の援助活動により仕事と育児の両立や子育てする家庭の育児を支援する事業｡事務局は子ども家庭支援セン

ターすこやか内｡ 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

19,188 19,235 19,179 18,736 18,125

就学前児童

３事業年間利用希望者数
（不定期就労のみ，人日）
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＜確保方策＞ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

定員数 72 72 72 72 72

開所日数 240 240 240 240 240

年間定員数 17,280 17,280 17,280 17,280 17,280

定員数 16 16 16 16 16

開所日数 336 335 335 335 335

年間定員数 5,376 5,360 5,360 5,360 5,360

子育て援助活動支援事業
(ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ）

活動件数 8,603 8,603 8,603 8,603 8,603

３事業計 年間定員数 31,259 31,243 31,243 31,243 31,243

一時預かり事業

子育て短期支援事業
（トワイライトステイ）
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（９）幼稚園の預かり保育 

①事業概要 

幼稚園教育時間の終了後，引き続き保育を希望する保護者のニーズに応えるため，在園児

を幼稚園において預かり，保育を実施しています。 

現在，市内には私立幼稚園が１５園あります。平成２６年４月からは幼稚園預かり保育は

１３園で実施しています。 

 

②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

ニーズ調査の結果では，調布市における幼稚園のニーズは現状維持で推移すると算出され

ています。確保方策としては市内の各幼稚園と今後の預かり保育の実施について協議を進め

ます。 

 

③事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

＜量の見込み＞ 

 

※ニーズ調査によらずに推計（過去３年間の平均値を採用） 

＜確保方策＞ 

幼稚園のニーズは現状維持で推移することが推察されるため，確保方策としては市内の各

幼稚園と今後の預かり保育の実施について現状の取り組みを維持できるよう，協議を進めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

幼稚園預かり保育利用者数（人日） 51,237 51,237 51,237 51,237 51,237
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（10）病児保育事業（病児・病後児保育） 

①事業概要 

病気の急性期又は回復期にあって集団保育を受けることが困難な期間にある児童を一時的

に病児・病後児保育室で預かる事業です。保育所等に通園中の満１歳から小学校３年生まで

の児童を市内２か所で保育します。 

 

②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

実績では稼働率が低いものの，現在の施設の数，場所では利用できないという実態につい

て，施設整備，居宅訪問型保育の活用など総合的に対策を検討します。 

 

③事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

＜量の見込み＞ 

 

※ニーズ調査によらずに推計（平成２５年度実績値を採用） 

 

＜確保方策＞ 

  

上記に加え，施設数が少ないため利用できる地域に偏りがあるという状況を解消するた

め，地域型保育事業の居宅訪問型保育の活用を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

956 956 956 956 956年間利用希望者数（人日）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

定員数（人/日） 8 8 8 8 8

年間開所日数（日） 240 240 240 240 240

年間定員計（人日） 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920
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（11）妊娠に対して健康診査を実施する事業（妊婦健診） 

①事業概要 

母子保健法第１３条で，市町村が必要に応じて妊産婦に対して健康診査を行うことを規定

しています。 

 

②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

全ての妊産婦に対して実施します。 

 

③事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

＜量の見込み＞ 

 

※ニーズ調査によらずに推計（将来人口推計の０歳児人口を採用） 

 

＜確保方策＞ 

現在の実施体制で全妊産婦を対象と想定しているため，今後も継続して実施します。 

 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

①事業概要 

保護者の世帯所得等の状況その他の事情を勘案して，保育所等に保護者が支払うべき日用

品や文房具などの物品購入費や行事への参加などを助成する事業です。 

 

②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

事業の導入については，国や都の動向を踏まえるとともに，市民ニーズなどを把握して，

今後の事業実施について検討します。 

 

③事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

ニーズ調査に基づき，量を見込むものではありませんので，国や都の動向や本市の実情を

踏まえ検討します。 

 

 

 

 

 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

1,967 1,942 1,919 1,899 1,884受診件数（件）
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（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

①事業概要 

教育・保育施設などへの民間事業者の参入の促進に関する調査研究，その他多様な事業者

の能力を活用した教育・保育施設などの設置又は運営を促進するための事業です。 

 

②確保方策の考え方（事業推進の考え方） 

事業の導入については，国や都の動向を踏まえるとともに，市民ニーズなどを把握して，

今後の事業実施について検討します。 

 

③事業の量の見込み，提供体制の確保の内容及びその実施時期 

ニーズ調査に基づき，量を見込むものではありませんので，国や都の動向や本市の実情を

踏まえ検討します。 

 

 

 

 

参 考 ～多様な主体の参入促進の検討にあたって～ 

■検討の趣旨 

「待機児童解消加速化プラン」に基づく保育の受け皿の確保や，新制度において住民ニー

ズに沿った多様なサービスの提供を進めていく中で，民間事業者の参入促進，多様な事業者

の能力活用といった観点から効果が高いと考えられる事業について検討する。 

 

■検討の視点 

・ 待機児童解消加速化プランによる保育の受け皿拡大や子ども・子育て支援新制度の円

滑な施行のためには，多様な事業者の能力を活用しながら，保育園，小規模保育など

の設置を促進していくことが必要。 

・ 一方で，新たに開設された施設や事業が安定的かつ継続的な事業運営の軌道に乗り，

保護者や地域住民との信頼関係を構築していくには，一定の時間が必要。 

・ 地域ニーズに即した保育等の事業拡大を進めるため，保育園，小規模保育等の新規施

設事業者が円滑に事業を実施できるよう，各市町村としてどのような支援を行うこと

が考えられるか。 

資料：平成 25 年 12 月 11 日内閣府子ども・子育て会議基準検討部会（第９回） 
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５ 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供やその推進体制の確保 

 

乳幼児期の質の高い学校教育・保育の一体的提供に向けては，幼稚園と保育所の機能を併せ持

つ認定こども園が重要な役割を持ちます。 

調布市では増加する保育ニーズに対応するため，第４章の３「幼児期の学校教育・保育」にお

ける確保方策の方針に基づき，認可保育園を中心とした整備を進めていきますが，認定こども園

の既存の幼稚園や保育所からの移行や新たな設置についても，待機児童の状況や設置者の意向，

施設・設備等の状況を踏まえて，普及・促進の検討を行います。 

 

 

 

 

認定こども園とは？ 

 

保育所及び幼稚園等における就学前児童に対する保育及び教育，保護者に対する子育て支援

の総合的な提供を行う施設です。「保護者が働いている・いないにかかわらずすべての子ども

が利用できる」，「０～５歳の年齢の違う子ども同士が共に育つ」，「子育て相談などの子育

て支援を行い，地域の子育て家庭を支援する」等の機能を持ちます。都知事が条例に基づき認

定する施設です。 

 

○認定こども園の種類 

幼保連携型 

 

認可幼稚園と認可保育所とが連携して一体的な運営を行うこ

とにより，認定こども園としての機能を果たすもの。 

幼稚園型 

 

認可幼稚園が，保育に欠ける子どものための保育時間を確保

するなど，保育所的な機能を備えて認定こども園としての機

能を果たすもの。 

保育所型 

 

認可保育所が，保育に欠ける子ども以外の子どもも受け入れ

るなど，幼稚園的な機能を備えることで，認定こども園とし

ての機能を果たすもの。 

地方裁量型 

 

幼稚園・保育所いずれの認可もない地域の教育・保育施設が，

認定こども園としての機能を果たすもの。 
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第５章    母と子どもの健康支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

調布市では，「調布っ子すこやかプラン（調布市次世代育成支援行動計画）」に包含され

ていた，「母子保健計画」を子ども・子育て支援事業計画へと包含し，引き続き施策の展開

をします。なお，母子保健関連事業の評価は，健康づくり推進協議会にて実施します。 

 

１ 現状と課題 

母子の健康管理と子どものすこやかな成長を促すためには，妊娠期からの子育てに関する不安の

解消に向けた支援が重要です。母子健康手帳の交付時に適切な情報提供を行うとともに，新生児訪

問（赤ちゃん訪問事業），各種健診や教室，予防接種などをとおして，出産前後の家庭の育児支援を

することにより，出産や育児に係る保護者の負担感の軽減を図っています。 

   近年，核家族化により，小さい子どもに接した経験のないまま妊娠出産を迎える保護者への丁寧

な育児スキルの指導の必要性が高まっています。また児童虐待防止の観点からも望まない妊娠に対

応できる相談体制を整備し，妊娠期から支援を要する妊婦（特定妊婦）を早期に把握して継続的な

支援につなげることも重要です。 

  支援にあたっては，庁内外の関係機関で必要な情報を共有して対応するほか，医療，福祉，保育

をはじめとする関係機関と連携しながら，迅速に対応することが求められています。 

 

２ 施策の展開 

子どもの健やかな心身の成長に大きく影響を与える母親への健康支援や，すべての子どもに対す

る発達段階に応じた各種健診や予防接種事業が円滑に行われるよう，医療機関との連携を強化した

体制整備に努めます。更に，妊娠期からの早期支援をより確実に実施するために，妊婦の健康管理

を担う医療機関と円滑に連携できる体制を整えます。 

また，今後も引き続き出産前後の家庭への訪問，相談等のきめこまやかな支援を実施することで，

保護者の育児負担の軽減と早期対応に努めます。 

 

○特定妊婦の把握と支援 

○妊婦健康診査の公費負担による，妊娠期の健康管理の充実 

○こんにちは赤ちゃん訪問事業の継続 

○乳幼児健診による子どもの発育・発達状況の把握や疾病の早期発見と早期治療 

・子どもの心身の健康保持・増進を図るため，健康教育や健康診査の充実を図ります。 

・子どもと家族の健康の保持・増進を目指し，関係機関と連携して，母子保健に関する総合的

な施策を推進します。 

＜調布市子ども条例第５条関連＞ 
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○健診未受診者の把握 

○子どもや家庭の状況に応じた健康相談，訪問指導の実施 

○母親学級・育児教室の充実 

○定期予防接種の実施 
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第６章    特別な配慮が必要な子どもへの支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

調布市では，「調布っ子すこやかプラン（調布市次世代育成支援行動計画）」に基づき，

虐待や障害，ひとり親家庭など，特別な配慮が必要な子どもと，その保護者等に対する支

援を行ってきました。次世代育成支援行動計画の計画期間終了後は，これらの支援につい

て，子ども・子育て支援事業計画へと継承し，引き続き実施します。 

 

 

１ 要保護児童に関する支援 

 

（１）要保護児童25（児童虐待防止）対策の充実 

児童虐待防止センターを調布市子ども家庭支援センターすこやか内に置き，児童虐待に関す

る相談を専用電話窓口（虐待防止ホットライン）・来所・訪問で受け付けています。「調布市要

保護児童対策地域協議会」では，関係機関がケースごとにきめ細かい対応を行えるよう，関係

機関の連携を強化します。健康推進課（調布市文化会館たづくり西館保健センター）では保育

付で母親だけでグループワークを開催し，子育ての大変さに寄り添う支援を行うことで児童虐

待防止を図っています。ＤＶ（配偶者暴力）に関する相談は，調布市民プラザあくろす男女共

同参画推進センターでも受け付けています。また，「調布市児童虐待防止マニュアル26」を策定

し，保育園，幼稚園等の関係機関へと配布しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
25 要保護児童：要保護児童（保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童）」（児童福祉法第６

条の３）であり，虐待を受けた子どもに限られず，非行児童なども含まれる。 

26 調布市児童虐待防止マニュアル：平成１７年度策定。内容詳細については資料編 21ページ参照。 

「被虐待児」「ひとり親家庭」「障害児」等への支援において，専門的対応ができる支援

体制を整備するとともに，市民が，ある時には積極的に，ある時にはあたたかく見守るこ

とによって，社会全体で支援することを目指します。 

＜調布市子ども条例第６条・１５条関連＞ 
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（２）調布市要保護児童対策地域協議会 

虐待を受けている子どもや，さまざまな問題を抱えている要保護児童の早期発見や適切な保

護等を図るために，地域の関係機関が子ども等に関する情報等を共有し，連携と協力により適

切な支援を行う児童福祉法に規定されている協議会。（平成１９年２月９日に設置） 

＜主な業務＞ 

代表者会議 地域協議会の構成員の代表者による会議（年１～２回開催） 

実務者会議 実際に活動する実務者から構成される会議（年４回開催） 

ケース会議 要保護児童等に関わりを持っている担当者や，今後関わりを有する可能性のある

関係者等の担当者による会議（随時開催） 

 

地域協議会においては，地域の関係機関等が子どもやその家庭に関する情報や考え方を共有し，

適切な連携の下で対応していくこととなるため，以下のような利点があります。 

[1]    要保護児童等を早期に発見することができる。 

[2] 要保護児童等に対し，迅速に支援を開始することができる。 

[3] 各関係機関等が連携を取り合うことで情報の共有化が図られる。 

[4] 情報の共有化を通じて，それぞれの関係機関等の間で，それぞれの役割分担について共通の理

解を得ることができる。 

[5] 関係機関等の役割分担を通じて，それぞれの機関が責任をもって関わることのできる体制づく

りができる。 

[6] 情報の共有化を通じて，関係機関等が同一の認識の下に，役割分担しながら支援を行うため，

支援を受ける家庭にとってより良い支援が受けられやすくなる。 

[7] 関係機関等が分担をしあって個別の事例に関わることで，それぞれの機関の限界や大変さを分

かち合うことができる。 

「要保護児童対策地域協議会設置・運営指針」厚生労働省 
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【関連事業一覧】  

 

  

事業名 事業内容 所管 

児童虐待防止センター 

子ども自身や保護者，地域の方からの情報提供を受け付ける窓口です。児童虐

待の問題について，臨床心理士・精神保健福祉士を含めた専門スタッフが電
話・来所等での相談を受け，他の専門機関との迅速かつ的確な連携を図り，支

援します。 

すこやか 

調布市要保護児童対策地

域協議会 

児童虐待防止に向け，関係者が一同に会し情報交換を行うとともに，個々の事

例について援助方針を検討し合う会を開催しています。また，要保護児童対策を

推進するための啓発活動を行っています。 

子ども政策課 

ママのほんわかタイム（グル

ープワーク） 

保護者同士が育児の大変さを共有し合うことで，育児負担感が軽減できるグル

ープワークです。虐待を未然に防ぐことを目的にしています。 

（1歳未満の乳幼児を持つ母を対象） 

健康推進課 

メッセージ（乳児健診時グル

ープワーク）活動 

ママのほんわかタイムのプレ体験ができるグループです。 

赤ちゃん体操や今後の育児について意見交換もしています。 

（乳幼児健診来所者を対象） 

健康推進課 

親子のメンタルケア（たんぽ

ぽグループ）相談 

保護者同士が育児の大変さを共有し合うことで，育児負担感が軽減できるグル

ープワークです。虐待を未然に防ぐことを目的にしています。 

（育児困難感を抱える親を対象） 

健康推進課 

母子・女性緊急一時保護 
DV被害者等緊急に保護を要する母子又は女性に対し，必要な保護と相談・援

助等を行い，自立への手段を講ずるまでの応急的な支援を行います。 
子ども家庭課 

女性の生きかた相談 

DVなど女性が抱えるさまざまな悩みについて，相談者自身が問題解決の糸口を

見出せるよう，面接による相談を受け付けています。必要な情報を提供する等，

関係機関と連携を図りながら支援します。  

男女共同参画

推進課 

人権について考える講演

会・講座 

11月 25日「女性に対する暴力撤廃日」（国連），11月 12日～25日「女性に

対する暴力をなくす運動」実施（内閣府男女共同参画推進本部）に合わせて，

人権について考えるきっかけとなるよう講演会・講座を開催します。 

男女共同参画

推進課 
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２ ひとり親家庭等の支援 

ひとり親家庭等の支援について，平成２６年に母子及び父子並びに寡婦福祉法，児童扶養手当

法が一部改正され，「就業・自立に向けた総合的な支援」へと施策が強化されています。国におい

ては「子育て・生活支援策」「就業支援策」「養育費の確保策」「経済的支援策」の４本柱により施

策が推進されており，調布市においても，ひとり親家庭等の相談支援事業の充実を図るとともに，

各種手当等の経済的な支援を実施します。 

 

【関連事業一覧】 

事業名 事業内容 所管 

母子家庭等自立支援教育

訓練給付金 

就業を目的として，教育訓練講座を受講し，終了した方に給付金を支給しま

す。 
子ども家庭課 

母子家庭等高等職業訓練 

促進給付金 

就業を目的として，国家資格習得を目指している方に給付金等を支給しま

す。 
子ども家庭課 

児童扶養手当 

母子・父子家庭等の状態にあって，18歳に達した年度の３月末日まで（中程

度以上の障害がある場合は 20歳未満まで）の児童を扶養している方に手当

を支給します。（所得制限があります。） 

子ども家庭課 

児童育成手当 
母子・父子家庭等の状態にあって，18歳に達した年度の 3月末日までの児

童を養育している方に手当を支給します。所得制限があります。 
子ども家庭課 

母子・父子自立支援員の配

置（相談） 

母子・父子家庭の皆さんが抱えている生活上の問題等の相談に，専門の相

談員が対応します。 
子ども家庭課 

母子就労支援専門員の配

置（相談） 

母子・父子家庭の自立促進のため，相談を行い，就業に向けてきめ細かく支

援します。 
子ども家庭課 

就労支援講座  

男女共同参画

推進課，子ども

家庭課 
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【関連事業一覧；前ページの続き】 

事業名 事業内容 所管 

ひとり親家庭等医療費助成 

ひとり親家庭等の要件に該当する母，父または養育者及び 18歳に達する日

以降最初の３月 31日まで（中程度以上の障害がある場合は，２０歳未満ま

で）の児童に，医療費の自己負担分（課税世帯は，自己負担分の一部）を助

成します。（生活保護受給者，健康保険未加入者は，対象外）所得制限があ

ります。 

子ども家庭課 

JR通勤定期乗車券の 

割引 

児童扶養手当受給世帯の方に「JR定期乗車券購入証明書」を交付します。

この証明書を JRの窓口に持参すると，通勤定期券を３割引で購入できます。 
子ども家庭課 

都営交通機関の無料パス

の交付 

児童扶養手当受給世帯の方お一人に，都営交通の無料乗車券を交付しま

す。 
子ども家庭課 

上・下水道料金及び家庭ご

み・粗大ごみ処理手数料の

減免 

児童扶養手当受給世帯を対象に，上・下水道料金の基本料金等及び家庭

ごみ・粗大ごみ処理手数料（家電リサイクル法の適用となる粗大ごみは除く）

を減免します。 

子ども家庭課 

ひとり親家庭ホームヘルプ

サービス 

中学生以下の児童がいる母子・父子家庭等で，日常生活に著しく支障がある

場合に，一定の期間ホームヘルパーを派遣します。 
子ども家庭課 

単親家庭居室資金貸付 
単親家庭の居宅を確保するため，賃借又は建築に必要な資金の貸付を行い

ます。 
子ども家庭課 

母子・父子福祉資金貸付 
母子・父子家庭の生活設計の一助として，その経済的自立を助成し，お子さ 

んの福祉を促進するため，各種資金を貸し付けを行います。 
子ども家庭課 
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３ 発達の遅れやかたよりのある子ども，障害のある子どもへの支援 

発達に遅れやかたより，障害の種別・程度に関わらず，子どもたち一人ひとりが，等しく家庭や

地域で成長できるような取組みを実施し，子どもと，子どもの発達に心配のある保護者等の支援を

行います。 

また，調布市障害者総合計画にある障害児支援と連携を図っていきます。 

 

【関連事業一覧】（☆：身体障害者手帳，愛の手帳等の交付を受けていない子ども，障害の診断がされて

いない子どもでも，状況に応じて利用可能な事業及び関連事業） 

 

【関連事業一覧：通園・通所支援事業など】 

事業名 事業内容 所管 

☆ 発達支援事業 

発達に遅れやかたよりのある子どもとその家族に対して，年齢や一人ひとりの

発達に応じた専門的なグループ指導や個別指導を行うことにより，子どもの

健やかな成長とその子育て家庭を支援します。グループ指導・個別指導のほ

か，保護者に対し勉強会，面談等を実施するとともに，子どもの通う幼稚園・

保育園に対し，相談・助言を行い，連携を図ります。 

子ども 

発達センター 

☆ 家族支援事業 
調布市子ども発達センターにおいて，子どもと父のふれあい事業・発達に遅

れやかたよりのある子どもの兄弟支援事業等を実施していきます。 

子ども 

発達センター 

☆ 

個別事業（作業療法，

理学療法，言語療法，

心理療法） 

調布市子ども発達センターにおいて，一人ひとりの子どもの発達に応じた必

要な専門療法を実施し，子どもたちの発達を支援します。 

子ども 

発達センター 

☆ 緊急一時養護事業 
子ども発達センターにて，発達に遅れやかたよりのある子ども，障害のある子

どもを対象として，緊急一時擁護事業（日中預かり）を実施しています。 

子ども 

発達センター 

☆ 

在宅障害者（児）緊急一

時保護（宿泊保護・日帰

り保護） 

在宅の障害者を介護している者が疾病等の理由で介護が困難な場合に障

害者を一時的に保護します。 
障害福祉課 

 
障害児通園事業 

（児童発達支援事業） 

障害のある３～５歳児を対象に，児童発達支援事業を実施し，子どもの特

性に応じた個別的療育プログラムを提供し，社会的能力，認知能力，運動・

活動能力等の育ちを支援します。 

・定員：１日 40人 

・実施時間：午前９時 30分から午後２時 30分 

・日数：週５日（月～金曜日） 

子ども 

発達センター 

 交流保育 
通園事業利用児童が，居住区の保育園で過ごし，地域の園児とふれあう事

業を実施しています。 

子ども 

発達センター 

☆ 利用者送迎事業 
調布市子ども発達センターを利用する子どもや保護者の方々の送迎を行い

ます。 

子ども 

発達センター 

☆ 子ども施設支援事業 
子ども施設等で，配慮を必要とする子どもの成長・発達を支援するため，専

門職員が訪問し，職員に関わり方や環境整備等の助言を行います。 

子ども 

発達センター 
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【前ページからの続き】 

事業名 事業内容 所管 

 障害児保育 
集団保育が可能な障害児を保育園でお預かりします。（園ごとに受入児童

数が異なります） 
子ども政策課 

☆ 
学童クラブ障害児等送

迎事業 

全学童クラブ施設において，学童クラブ入会にあたり，送迎を要件とする障

害児及び配慮を要する児童のうち送迎を希望する児童の学校から学童クラ

ブへの送迎を行います。 

児童青少年課 

 
総合福祉センター放課

後等デイサービス事業 

障害のある児童に日中活動の場所を提供し，音楽療法を中心に専門的な

療育を行います。 
障害福祉課 

 
在宅障害者ショートステ

イ事業 

中学生以上の知的障害児の保護者が病気や所用，その他休養が必要とな

った場合など，一時的に介護が困難になった場合に，障害児本人をお預か

りします。 

障害福祉課 

☆ 
障害福祉サービス費の

支給 

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス（居宅介護，同行援護，行動

援護，短期入所）及び計画相談支援の利用に係る費用を支給します。 
障害福祉課 

☆ 
障害児通所支援費の支

給 

児童福祉法に基づく障害児通所支援（児童発達支援，医療型児童発達支

援，放課後等デイサービス，保育所等訪問支援）及び障害児相談支援の

利用に係る費用を支給します。 

障害福祉課 

 

【関連事業一覧：手帳・手当など】 

事業名 事業内容 所管 

 
心身障害児教育事業費 

補助金 

障害児の就園及び障害児教育の充実を図るため，障害のある児童が通園

している幼稚園に対し助成します。 
子ども政策課 

 
児童育成手当 

（障害手当） 

身体障害者手帳 1級・2級程度，愛の手帳 1度～3度程度，脳性麻痺又

は進行性筋萎縮症の障害を持つ 20歳未満の児童を養育している方に手

当を支給します。所得制限があります。 

子ども家庭課 

 特別児童扶養手当 

身体障害者手帳１～4級程度，愛の手帳 1～3度程度若しくは同程度の疾

病，身体又は精神に障害のある 20歳未満の児童を養育している方に手当

を支給します。所得制限があります。 

子ども家庭課 

 障害児福祉手当 

身体障害者手帳１～２級程度の方，愛の手帳１～２度程度の方，又は上記

と同等の疾病・障害のある方で，一定の要件を満たす方に手当を支給しま

す。 

障害福祉課 

 重度心身障害者手当 

重度の知的障害と著しい精神障害を有する方，重度の知的障害と重度の

身体障害を有する方，重度の肢体不自由で四肢機能障害を有し，一定の

要件を満たす方に手当を支給します。 

障害福祉課 

 心身障害者福祉手当 
身体障害者手帳１～４級，愛の手帳１～４度，脳性麻痺，進行性筋萎縮症

の方で，一定の要件を満たす方に手当を支給します。 
障害福祉課 
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【前ページからの続き】 

事業名 事業内容 所管 

 
心身障害者扶養共済制

度 

障害者を扶養する保護者が一定の掛金を納付することにより，その保護者

に万一のことがあった場合，障害者に終身一定額の年金を支給します。 
障害福祉課 

 

身体障害者手帳 

愛の手帳 

精神障害者保健福祉手

帳 

身体障害，知的障害，精神障害のある方に障害者手帳を交付します。身

分証明になるとともに，各種福祉サービスを受ける際に必要となります。 
障害福祉課 

☆ 
身体障害者手帳・診断

書作成料の助成 

身体障害者手帳の交付（再交付）申請時に必要な診断書料金を助成しま

す。（上限 5,000円） 
障害福祉課 

 

【関連事業一覧：会議・計画】 

事業名 事業内容 所管 

☆ 
子ども発達センター運営

会議 

有識者・ＮＰＯ法人親の会・通園事業父母会・子ども発達センター利用者友

の会・関係課などで構成する「子ども発達センター運営会議」において，発

達に遅れやかたよりのある児童の保護者等からの相談に応じることができる

よう，保護者等のニーズを的確に把握し，保護者や関係機関等の意見を事

業に反映させるとともに，必要な協力体制などを検討していきます。 

子ども 

発達センター 

☆ 関係機関との連携会議 

個別記録票ｉ-ファイルの書式見直しや，発達に遅れやかたよりのある子ども

たちへの一貫した支援について，関係機関での情報交換と共通認識・必要

な協力体制の構築等を図るため連携会議を開催していきます。 

子ども 

発達センター 

☆ 地域福祉計画の策定 
地域福祉を総合的に推進するため，地域福祉推進会議等を通じて検討・

協議を行い，計画を策定します。 
福祉総務課 

☆ 障害者総合計画の策定 

障害者福祉を総合的に推進するため，計画策定委員会等を通じて検討・

協議を行い，障害者計画（障害者基本法）及び障害福祉計画（障害者総

合支援法）を策定します。 

障害福祉課 

 

【関連事業一覧：その他，調布市のサービス】 

事業名 事業内容 所管 

☆ 小島町歯科診療所 
ハンディキャップを持つ方の地域開業医では困難な歯科治療を行っていま

す。 
健康推進課 

☆ ヘルプカードの配布 

障害のある方が普段から身につけておくことで，緊急時や災害時，日常の困

ったときに，周囲の配慮や手助けを受けやすくするためのヘルプカードを配

布します。 

障害福祉課 

☆ ｉ－ファイルの活用促進 

子どもの今まで受けてきた支援内容をまとめて記載し，医療機関，保育園・

幼稚園，学校など，児童が一貫した継続的な支援が受けられるように個別

記録票「ｉ－ファイル」を作成・配布します。 

子ども 

発達センター 
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【前ページからの続き】 

事業名 事業内容 所管 

 
日常生活用具・設備改

善費の給付 

在宅の障害者に対して日常生活用具の購入，住宅設備の改善及び屋内移

動の設備に要する費用の全部又は一部を支給することによりその経済的負

担を軽減します。 

障害福祉課 

 補装具費の支給 補装具の購入や修理に要する費用の一部を支給します。 障害福祉課 

☆ 
中等度難聴児補聴器購

入費助成金 
中等度難聴児に対し，対象補聴器の購入費用を一部助成します。 障害福祉課 

 巡回入浴サービス 
家庭において入浴することが困難な身体障害者の自宅へ巡回入浴車を派

遣し，室内で入浴のサービスを行います。 
障害福祉課 

 特別支援学級の設置 

心身に障害がある児童・生徒が在籍し，個別指導計画書に基づき学習でき

る学級を設置します。（就学，転学には，教育相談所にて，就学相談等が必

要） 

学務課 

☆ 
スクールサポーターの 

配置 

通常の学級で特別な支援を要する児童への対応として，小学校全校にスク

ールサポーターを１人配置し対応しています。また，支援の必要な児童が増

加しているため，これとは別に柔軟かつ迅速に学級支援を行うためのスクー

ルサポーターの増員を進めます。 

指導室 
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第７章    子ども・子育て支援の新たな課題と調布市の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

第１章の１「計画策定の背景や趣旨」にもあるとおり，子どもや子育てをする保護者を

取り巻く環境は，少子化や核家族化などにより大きく変化しており，それによりさまざま

な問題が顕在化しています。 

調布市では，妊娠期からの社会全体での切れ目ない支援や，子どもの貧困への対策，ニ

ートや引きこもりなどの困難を抱える若者の支援など，子どもたちが幸福に暮らし，自立

した大人に成長できるまちづくりを進めます。 

 

 

１ 妊娠・出産期からの安定的な支援 

 

（１）現状と課題 

少子化，核家族化，地域のつながりの希薄化等により，地域において妊産婦やその家族を支え

る力が弱くなってきており，子育てに関する知識や経験のないままに妊娠・出産・育児を迎える

親が増えています。妊娠・出産時は，体調や気持ちの変化から，身体的，精神的に不安定になり

がちな時期でもあります。妊娠・出産・育児に関し母親が不安を感じることなく，健康を維持し

ながら育児を楽しみ，また，同時に子どもが心身ともに健やかに成長していくことは大変重要で

す。 

調布市では，新生児等訪問指導等による母子の状況把握，妊婦健康診査や各種の乳幼児健康診

査などの健康支援により妊娠・出産期から子育てについての不安解消を図っています。妊娠届出

時の相談体制の整備を行い，必要な妊婦には家庭訪問を実施しています。さらに「もうすぐママ・

パパ教室」を実施し，妊娠中の生活や出産などの子育ての正しい知識や出産・子育てに向けた仲

間づくりなど子育て世代の総合的な子育て力の向上について取り組んでおり，主に妊娠期，出産

期におけるサポートを行っています。 

妊娠・出産期から子育て期までの切れ目ない支援のためには，これまでの取り組みに加え，産

後における健康面や心身のケアについて，より充実したサポート体制の構築が必要となります。 

 

 

 

 

子どもが幸福に過ごすことで自立した大人に成長することができることを自覚し，子どもの育ち

や子育てを楽しむことができ，子どもが幸福に暮らすことができるまちづくりを進める。 

＜調布市子ども条例前文より抜粋＞ 
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（２）施策の展開 

○妊産婦の心身両面の健康管理の支援を充実します。 

・特に，妊娠や出産に伴う不安を軽減し，正しい知識をもって安心して出産・子育てにつなが

るように，保健師や助産師による「訪問・健康教育・相談・啓発」を行います。 

 

○健康診査や訪問事業を通じて，支援が必要な子育て家庭の早期発見と他機関の連携による継

続支援を行います。 

・生後４か月目までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）は訪問率 100％を目指します。 

・子育て家庭の健康増進のため，妊産婦及び乳幼児の健康診査事業を実施します。 

・健康推進課（調布市文化会館たづくり西館保健センター）では引き続き，専門医・専門相談

員による健康診査と個別相談を行います。 

 

○退院直後の母子への心身のケアや，育児のサポートを行う産後ケア事業を実施します。 

・退院直後の母子が宿泊・日帰り等で利用できる施設を整備し，心身のケアや休養等の産後ケ

アを行います。 
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２ 子どもの貧困対策の推進 

 

（１）現状と課題 

我が国の子どもの貧困率27は１６.３％（平成２５年 国民生活基礎調査）と先進国のなかでも割

合が高く，１８歳未満の子どもの約６分の１が経済的に困窮しているといわれています。なかで

もひとり親世帯のうち５４.６％（平成２５年 国民生活基礎調査）が貧困世帯となっています。 

また，全国の高等学校進学率が９８.６％であるのに対し，生活保護世帯の子どもが９０.８％（平

成２５年厚生労働省社会・援護局保護課調べ）と低い水準となっています。このように子育て家

庭の経済的困窮により，子どもの教育の機会が失われたり，将来が閉ざされるといったことは決

してあってはなりません。 

調布市においても，子どもの将来が，生まれ育つ家庭の事情等に左右されず，貧困が世代を超

えて連鎖することのないよう，必要な環境整備や生活への支援等を図る必要があります。貧困か

ら生じる課題の克服に向け，家庭の力だけでは対応が困難であることから，学校や地域，行政と

関係機関が連携し総合的に支援していくことで，すべての子どもたちが夢と希望を持って成長し

ていける社会の実現を目指していき，今後の総合的な取組みが必要です。 

 

（２）施策の展開 

①教育の支援 

○学校をプラットフォームとした子どもの貧困対策の展開 

○幼児教育への経済的支援 

○就学支援の充実 

○大学等進学に対する教育支援 

○生活困窮世帯等への学習支援 

 

②生活の支援 

○保護者の生活支援 

○子どもの生活支援 

○関係機関の連携による包括的な支援 

○子どもの就労支援 

○支援する人員の確保等 

 

③保護者に対する就労の支援 

 

④経済的支援 

 

                                            
27 子どもの貧困率：１７歳以下の子ども全体に占める，等価可処分所得※が貧困線※に満たない子どもの割合。 

※等価可処分所得･･･世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収入） 

※貧困線･･･等価可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得の中央値の半分の額 



 

56 

 

３ 困難を有する若者への支援 

 

（１）現状と課題 

近年，子ども・若者を取り巻く状況は，長期にわたる景気低迷や情報化等による急激な社会環

境の変化により厳しさを増しており，子ども・若者に関する新たな問題が発生するとともに，そ

の内容も複雑化しています。 

全国で，１５～３４歳の非労働力人口のうち，家事も通学もしていない若年無業者（いわゆる

「ニート」）は６０万人（平成２２年），長期間にわたり自宅にひきこもって社会参加しない状態

が続いている１５～３９歳の「ひきこもり」は約７０万人（平成２１年）とされております。ま

た，これらニートやひきこもりに繋がる可能性が高いと言われる不登校の小中学校児童生徒数は

約１２万２千人（平成２１年），高校中退者は約５万７千人（平成２１年）という状況です。 

こうした困難を抱える子ども・若者が増加している中，子ども・若者を孤立させず社会との接

点を維持させることができる居場所の確保が課題となっています。 

このような状況を背景に，平成２２年４月に施行された子ども・若者育成支援推進法では，子

ども・若者育成支援施策の総合的推進とニートやひきこもり等の社会生活を営む上での困難を有

する子ども・若者への支援を行うためのネットワークづくりの推進を柱としています。 

    現在，市内にもＮＰＯ法人などが運営する自立に向けた相談・支援場所がありますが，さらに

若者の自立支援を推進していくため，これらの地域資源と連携を図るとともに，訪問支援や社会

参加活動の支援など社会全体で子ども・若者を支えていく仕組みづくりが重要であると考えます。

加えて，福祉・保健機関や医療機関とも連携を図り，健康面も含めた生活全般を支えていく必要

もあると考えます。 

 

（２）施策の展開 

①すべての子ども・若者の健やかな成長への支援 

○自己形成支援 

○社会形成・社会参加支援 

○健康と安心の確保 

○若者の職業的自立，就労等支援 

 

②困難を有する子ども・若者やその家族への支援 

○ニート，ひきこもり，不登校の子ども・若者への支援等 

○障害のある子ども・若者への支援 

○非行・犯罪防止と薬物乱用防止 

○困難を有する子ども・若者の居場所づくり 

○特に配慮が必要な子ども・若者の支援 

○子ども・若者の被害防止・保護 
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③社会全体で支えるための環境整備 

○家庭，家族及び地域相互の関係の再構築 

○多様な主体による取組の推進 

○関係機関の機能強化，地域における多様な担い手の育成 

○子ども・若者を取り巻く有害環境への対応 
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第８章    計画の推進にむけて 

 

 

１ 計画の推進体制 

計画の推進にあたっては，子育て家庭，事業者等，子育て当事者の意見の反映を始め，子ども・

子育て支援施策を地域の子ども及び子育て家庭の実情を踏まえて実施することを担保するととも

に，計画を定期的に点検・評価し，必要に応じて改善を促すため，調布市子ども・子育て会議を

設置しています。 

また，庁内関係各課や，その他の機関，国，都，近隣市と連携しながら，計画を推進します。 

 

２ 計画の達成状況の点検及び評価 

（１）目標値と評価指標 

評価においては，個別事業の進捗状況（アウトプット）に加え，計画全体の成果（アウト

カム）についても点検・評価することが必要となります。 

計画の推進においては，利用者の視点に立った柔軟かつ総合的な取組みが必要であり，こ

のような取組みを評価するため，調布市子ども・子育て会議において，進捗状況を継続的に

点検・評価し，施策の改善につなげていきます。 

 

（２）進捗状況の管理（達成状況の点検・評価・計画の見直し） 

各年度において，計画に基づく施策の実施状況等について点検，評価し，この結果を公表

するとともに，これに基づいて対策を実施していきます。この一連の過程を開かれたものと

するため，調布市子ども・子育て会議を活用します。 

計画期間中においても，教育・保育や地域子ども・子育て支援事業の利用希望者数が，量

の見込みと大きく乖離している場合には，適切な基盤整備を行うため，計画の見直しが必要

となります。利用希望者数の状況を踏まえ，計画期間の中間年を目安として，必要な場合に

は，計画の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


